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	（景気回復長期化の背景）
	（企業収益は改善に広がり）
	（雇用は明確に改善）
	（建設投資の動向）
	（景気回復の広がりも景気回復の長期化に貢献している可能性）
	（景気回復の長期化にはマインドや為替、原油等の外的要因の影響も）
	第２節　緩やかな回復基調が続く日本経済
	１　雇用・消費の動向
	（正社員の有効求人倍率は初めて１倍を超える）
	（男性の高齢者や女性で雇用者数が大幅に増加）
	（所得の改善、マインドの持ち直しにより消費は緩やかに持ち直し）
	（若者の消費は伸び悩む一方、アクティブシニアが消費を押し上げ）
	（資産効果が消費を下支え）

	２　企業部門の動向
	（生産活動は電子部品・デバイスや設備投資関連を中心に緩やかに増加）
	（業況の改善は中小企業にも広がりが見られる）
	（設備投資は緩やかに増加）
	（倒産は低水準であるが、後継者不足もあり廃業が過去最多となっている）

	３　貿易、経常収支の動向
	（輸出は持ち直しており、経常収支黒字も緩やかに増加）

	４　住宅・公共投資の動向
	（増勢が続いていた貸家の着工はこのところ弱含んでいる）
	（公共投資は経済対策の効果もあり高水準となっている）


	第３節　デフレ脱却に向けた動き
	１　デフレ脱却に向けた局面変化
	（物価動向について）
	（景気回復の長期化もありＧＤＰギャップはプラスに転じる）
	（人手不足感が四半世紀ぶりの高水準となり、パートを中心に賃上げが続く）
	（企業物価は最終財価格も上昇し始め、一部の消費者向けでの価格転嫁の動き）
	（物価を取り巻く環境の局面変化）

	２　デフレ脱却に向けた今後の課題
	（国際的にみても賃金の上昇が物価の押し上げに重要）
	（人手不足感が高まっても、一般労働者の賃金の上昇は緩やか）
	（ベア実現のためには生産性上昇、成長見込みの上昇が重要）


	コラム１－４　労働者の年齢構成の変化が賃金に与える影響
	（生産性向上とともに、大幅な賃上げが重要）
	（消費者への価格転嫁のためには需要面の強さも重要）
	人手不足感の高まりに伴う人件費の上昇等により、企業向け運送料が上昇している点については既に述べたとおりだが、ここでは、企業向け運送料の上昇が、消費者が直面する物価23F にどの程度の影響を及ぼすかについて見てみよう。
	各産業が財・サービスを生産・販売する際には、別の産業から原材料やサービス等を購入している。この連鎖的なつながりを表したものが産業連関表である。この産業連関表（54部門）に基づき、54部門の価格がそれぞれ１％上昇し、これが投入される産業において全て価格転嫁されたと仮定した場合における物価全体の上昇率を試算した。その結果、54部門の平均は0.03％となったのに対し、運送業の定義に近い道路貨物輸送が含まれる運輸・郵便部門が１％上昇した場合の物価全体の上昇率は0.09％となり、平均を大きく上回った。この...
	３　金融市場の動向と家計の資産運用
	（金融市場の動向）
	（家計の金融資産の動向）





